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円山川運動公園の移転整備について
《結論》

　円山川運動公園の移転先について、再度検証を行った結果、①必要面積が確保できることを条件に機械的に選定した18カ所の候補地のうち、17カ所については地域の優良農地として現に耕作がなされており、農業が行われていないのは下鶴井候補地だけであること（*）、②整備費用及び国の関連支出は下鶴井候補地が最も低く抑えられ、整備に要する期間も最も短くて済むこと、③他の候補地では周辺地域において水田埋立てに伴う治水への懸念が生じるが、円山川浚渫土砂による埋め立てに伴い既に仮設ポンプが設置されている下鶴井候補地ではその心配がないことから、当初の決定通り、下鶴井候補地が妥当と考える。

　なお、整備にあたっては、調整池を多自然型で整備するなど、現在より豊かな生態系の実現を図ることとする。
＊下鶴井候補地は、平成17年度から円山川浚渫土砂の仮置き場として利用されており、現況は草原となっている。

《考え方》
１　中郷遊水地整備計画

国土交通省の円山川緊急治水事業の一環として中郷地区に遊水地（約42ヘクタール）を整備する構想が進められ、平成25年3月に円山川水系河川整備計画に正式に位置づけられた。国土交通省は、整備にあたってグラウンド面を川面まで切り下げて湿地再生を行う、としている。事業は、平成25年度から着手される。
この計画地内に、市の円山川運動公園があるところから、その対応が求められている。
２　円山川運動公園の移転整備の必要性

(1) ①遊水地整備計画は、平成１６年の台風２３号による大災害を受けて進　
められるもので、治水対策上重要な事業であること、②市としても早期実現を国に求めてきたこと、③遊水地整備によって広大な湿地が創出されることは、コウノトリとの共生を進める本市のまちづくりに合致すること等から、平成２５年度に見込まれる円山川運動公園の買収には積極的に応じることとする。
(2)　同公園は、年間２～３万人が利用する市のスポーツ拠点施設であり、今　後とも必要な施設であることから、代替施設の整備を行う。
　　
３　移転候補地の選定

(1) 代替施設の整備には、最低５～６ヘクタール程度の用地が必要である

（調整池も含めるとさらに大きな面積が必要となる）。
(2)　これだけの面積を確保しようとすると、市内では、里山の造成か農地の造成しかない。

(3)　里山の場合は大規模な造成を必要とし、コスト及び環境への負荷の大きさから、適切ではない。
(4)　そこで、必要面積の確保が可能な候補地を図面上で機械的に選定し、18カ所の農地について農業への影響、費用、治水上の課題等の観点から比較検討を行った。

４　選定結果と理由
検討の結果、下鶴井地区が最適と判断される（比較検討の内容は別紙）。各カ所に共通する主な理由は以下のとおり。
(1)　下鶴井候補地では既に8年間にわたって耕作が行われていないのに対し他の候補地はすべて地域の優良農地として現に耕作がなされており、他の候補地を選ぶと地域の農業へのダメージが大きい。
(2)　既に浚渫土砂で田面高から約３ｍ埋め立てられている下鶴井候補地に比べ、他の１７ヵ所は、造成費が概算で1.6～８億円高く見込まれる。
(3) 下鶴井地区は、平成１７年度から土砂が置かれ、他と比べて既に地盤が　　　

　ある程度安定しているのに対し、他の１７ヵ所は現に水田として利用されて　おり、埋立てにあたっては、地盤安定のための時間と上記(2)以外の費用が余分に必要となる。

(4) 下鶴井地区には浚渫土砂の仮置きに対応して排水機（2.7トン）が仮置きされており、同排水機を常設化することによって、運動公園整備に伴う地域　住民の治水上の新たな不安をもたらす可能性がない。これに対し、他の１７ヵ所は、水田埋立てによって治水上の新たな不安をもたらす可能性が高い。
(5) なお、下鶴井地区を運動公園用地として利用する場合、国において、仮置き土砂の撤去費用等（概算１５億円程度）が不要になり、その分、他の治水事業の進展が見込まれる。
５　下鶴井地区での整備にあたっての生態系への配慮
　　以下の取り組みによって、下鶴井地区における湿地生態系機能を現状より高める。

⑴　運動公園の整備にあたって必要となる調整池について、豊かな湿地機能を持つよう整備する（現在浚渫土砂で埋め立てられている場所が、常時の湿地に変わる）。

⑵　浚渫土砂が置かれている他の水田部分については、土砂の撤去にあわせて土地改良が地区で計画されているが、魚巣、魚道、水田魚道の設置等多自然型工法が採用されるよう働きかける。
⑶　土地改良事業の終了後、コウノトリ育む農法が展開されるよう働きかける（関係する大規模農家からも育む農法拡大の意向が示されている）。
６　コウノトリとの共生についての市の基本的考え方

⑴　コウノトリの野生復帰事業は、人里の中にコウノトリも住める環境を創造しようとするもので、人間とコウノトリがお互いに折り合いながら共生を進めようとするものである。

⑵　このような観点から、これまで、円山川の治水を目的としつつ、コウノトリにも配慮した湿地再生を行う河川敷掘削が行われ、これまでに新たに125ヘクタールの湿地が創出されている。

⑶　さらに、加陽地区では、市から国土交通省に働きかけ、出石川の堤外田(約15ヘクタール)で湿地の創出が行われている。
⑷　今回の移転整備の原因となっている、治水対策としての遊水地の整備にあたっても、グランド面を切り下げることによって新たに広大な湿地が創出される予定である（運動公園の移転整備は、その代償措置）。
⑸　戸島地区では、湿田を乾田に変える土地改良が計画・実施されたが、市が農家の理解を得て一部を湿地公園にし、さらに土地改良終了後コウノトリ育む農法の冬期湛水（約4.5ヘクタール）が広がったことにより、湿地生態系機能が強化されるという結果になっている。
⑹　また、日高町観音寺、竹野町二連原等、コウノトリ育む農法で冬期湛水を開始したところ、それまで一度も来たことがなかったコウノトリがしばしば飛来するようになったという例は多々ある。このことは、現在コウノトリが飛来していない場所であっても、今後、人間の努力によってコウノトリの生息地になりうることを示唆している。
⑺　以上の例からも分かるように、市は、コウノトリとの共生には、一時的なあれかこれかの議論ではなく、人間もコウノトリも見据えた全体的視点を持ち、かつ、時間の経過を見越した柔軟な対応が必要であると考えている。
